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第２章 

 

インドにおける政治システムの安定性に関する考察 

 
三輪博樹 

 

－要約－ 

 

インドでは、有権者の政治参加の手段としては、選挙での投票がもっとも重

要であり、また、選挙に対する信頼度も高い。他方で、有権者の団体加入の

割合が低いことなどもあって、国家と社会との間をつなぐ政党の役割が重要

なものとなっている。また、現在のインドの中央政局における政党システム

は、インド国民会議派とインド人民党(BJP)を中心とした2極的な構造となっ

ており、現在のところ、比較的安定した状態を維持している。しかしその一

方で、民主主義の「実質的」な面における問題や、カーストや宗教などの違

いによる対立など、安定した民主主義体制を維持していく上で不利と思われ

る要素も多い。 

 このような状況に対しては、肯定的な評価と否定的な評価の両方が可能で

あるが、本論ではより肯定的な立場をとる。すなわち、社会的・政治的に不

利な条件のもとでも、一定の要素がそろえば、少なくとも政治システムのレ

ベルでは安定を維持することができると考えられ、それを肯定的に評価すべ

きであるという立場である。インドにおけるそのような要素としては、第1

に、選挙政治に関する特徴が考えられる。第2に、インド国内の地域的多様性
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が考えられる。最後に、インドの政党政治の特徴と、インドが採用している

連邦制という政治制度が持つ機能が考えられる。今後は、これらの要素の特

徴やその働きについて、より詳細かつ実証的に検証していくとともに、政治

システムにおける安定性を民主主義そのものの安定性につなげられる可能性

や、その手段についても検討していきたい。 

 

キーワード: インド、民主主義、選挙政治、政党政治、国民会議派 
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はじめに 
 

 第二次世界大戦後に独立を果たした発展途上国の中でも、南アジア諸国は

比較的民主主義が発達している国であると言われる。中でもインドとスリラ

ンカは、独立後ほぼ一貫して民主主義を維持している。アジアの国々の中で、

両国に匹敵するだけの民主政治の歴史を持っているのは、おそらく日本だけ

である(広瀬 [2002: 73])。また最近では、わが国におけるインドへの関心が高

まっており、インドが「世界最大の民主主義国家」であることへの認識も深

まりつつある1。また、この「世界最大の民主主義国家」という表現は、イン

ド国内の報道にも頻繁に登場する。これは、自国の民主主義に対してインド

国民が抱いている誇りを示すものと言えよう。 

 Ａ・コーリ(Atul Kohli)は、編著『インドの民主主義の成功(The Success of 

India's Democracy)』の序章の中で、「非常に不利な状況にもかかわらず、50

年以上もの間、インドの民主主義は成功を収めてきた」と述べ(Kohli [2001: 1])、

さらに以下のように述べている。 

 

 50年以上にわたって定期的に選挙が行われ、そこでは、あらゆる政治

的役職が競争によって選ばれ、すべての成人が投票する資格を与えられ

ている。したがって、インドにおいて民主主義が定着していることは、

ほとんど疑いのないことである。さらにインドには、自由で活発なマス

メディアや集会と結社の自由が存在し、政治的な異議申し立てや抗議を

行うことが可能となっている。・・・インドの民主主義が成功していると

いうのは、このような手続的・政治的な意味においてである(Kohli [2001: 

3])。 

 

 このコーリの主張からもわかるように、インドが「民主主義国家」である
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ということの主たる根拠は、定期的に選挙が実施され、その選挙の結果にも

とづいて政権交代が行われてきたという点にある。このような「手続的・政

治的」な面に限定してみれば、現在のところ、インドの民主主義は比較的安

定して機能しているように思われる。しかしその一方で、インドの社会的・

経済的・政治的な現実に目を向ければ、カーストや宗教などにもとづく対立

や暴力事件、貧富の格差、政治家や官僚による汚職、マフィアなどの裏社会

と政治とのつながりなど、民主主義を維持していく上で不利と思われる条件

も多い。 

 このような状況に対しては、2種類の見方が可能であろう。より否定的な見

方をすれば、インドの「民主主義」とは、このような社会的・経済的・政治

的な問題を棚上げしたままで、政党政治と選挙政治のメカニズムによって、

表面的な安定がはかられているものに過ぎないと言うことができる。その一

方で、より肯定的な見方をすれば、社会的・政治的に不利な条件のもとで、

「手続的」な面に限定されるにせよ民主主義を維持できていること自体は、

高く評価されるべきだと考えることもできよう。 

 本論では、このうちの後者の見方をとる。その上で、インドの事例は、社

会的・政治的に不利な条件のもとでも、政治制度、選挙政治と政党政治の特

徴、各政党の戦略、有権者の政治意識などの組み合わせによっては、比較的

安定した政治システムを維持することが可能であることを示していると考え

る。Ａ・コーリが主張するように、「インドの民主主義は、社会経済的な決定

要因ばかりに着目するのではなく、その社会において、交渉や再交渉を通し

て権力がどのように分配されるのかに着目することで、もっとも良く理解す

ることができる」(Kohli [2001: 1])のである。 

 以上のような問題意識にもとづいて、次節ではまず、インドの選挙政治に

関する先行研究について整理した上で、インドにおける有権者の政治参加の

特徴について検討する。続いて第2節では、インドにおける政党政治の変遷に

ついてまとめる。第3節では、インドの民主主義を不安定化させていると考え

られる要因について検討する。最後に、これらの検討結果をふまえ、インド
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の政治システムを安定的なものにしている要因とは何なのかという点につい

て考察する。 

 

第1節 選挙政治に関する研究動向とインドにおける政治参加の特徴 
 

1. インドの選挙政治に関する研究動向 

 インドでは独立以来、国政選挙が定期的に実施され、その結果にもとづい

て政権交代が行われてきた。憲法施行(1950年)の翌年、1951～52年には第1回

連邦下院選挙が行われ、それ以来、現在までに合計14回の連邦下院選挙が実

施されている。また、各州でもほぼ同じ回数の州議会選挙が実施されている。

同時に、インドでは政党政治も活発に展開されており、政党はインド政治に

おいて中心的な役割を果たしている。近藤則夫が指摘するように、インドは

スリランカと並んで、選挙と議会制度が「伝統化」した状態にあると言える(近

藤 [2002: 113, 117])。 

 ただし、選挙制度そのものに関しては、スリランカに比べてインドのほう

が、制度に対する不満が少ないという印象を受ける。スリランカの選挙に関

しては、選挙の際の不正行為や暴力事件などに着目し、民主主義やガバナン

ス、制度上の問題などの観点から論じた研究が比較的多く、また、スリラン

カ国内の政治学者の間では、選挙制度改革についての議論が活発であるよう

である(たとえば、Fernando and Kneitschel (eds) [1999]など)。これに対してイ

ンドでは、選挙をめぐるガバナンスや、選挙制度改革に関する議論は相対的

に少ないように思われる。 

 インドにおいてこのような状況が見られる背景には、中央選挙管理委員会

(Election Commission of India)の権限が極めて強力であることが挙げられる。

インドの選挙管理委員会は憲法の規定にもとづいて設置されており、連邦政

府や州政府からは独立した組織として機能している2。選挙管理委員会は、選

挙日程の決定から投票所の運営、開票に至るまで、選挙のすべての過程を管

理しており、非常に強い権限を有している。このため、できるだけ有利な条
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件で選挙を行いたいと考える政権与党と衝突することも多い。しかし現在の

ところ、選挙管理委員会のもとで各種の選挙は公正に運営されており(あるい

は、少なくともそう信じられており)、選挙における大規模な不正疑惑や、選

挙管理委員会が関係した汚職の話などは表面化していない。 

 このように、インドにおいては、選挙制度に対する不満や、選挙そのもの

の正当性に関する批判などは比較的少ない。選挙に関する研究を行う際にも、

自由で公正な選挙と政党間競合が維持されているという前提が存在している。

その上で、わが国や欧米におけるものとほぼ同じ分析手法を用いて、選挙結

果に関する分析やその解釈などが行われている。独立後から1990年代初頭ま

でのインドの選挙政治について概観できるものとしては、Butler, Lahiri and 

Roy [1995]や Singh [1996]がある。また、最近の連邦下院選挙に関するまとま

った研究書としては、Ｒ・ロイ(Ramashray Roy)とＰ・ウォーレス(Paul Wallace)

による一連の編著がある(Roy and Wallace (eds) [1999、2006]、Wallace and Roy 

(eds) [2003])。わが国においては、1998年以降の連邦下院選挙に関する共同研

究がある (広瀬  編  [1999]、広瀬  編著  [2001年 ]、広瀬・南埜・井上  編著 

[2006])3。 

 他方、インドの選挙分析に関しては、デリー市内にある発展途上社会研究

センター(Centre for the Study of Developing Societies: CSDS)によって行われて

いる世論調査の評価が高い。最近では、主要な選挙が行われるたびに、イン

ド国内のテレビ局や新聞社などと提携して、世論調査や出口調査が行われて

いる4。また、CSDSでは、1967年から、"National Election Studies(NES)" と呼

ばれる世論調査を継続して実施しており、2004年までに合計13回の調査が行

われている。中でも、1996年から99年にかけて行われた調査は、全6回におよ

ぶパネル調査であり、民主主義国で行われた最大規模のパネル調査であると

している5。これらの調査結果を用いて、比較的長期間にわたる有権者の選挙

行動を分析したものとしては、Mitra and Singh [1999]、Yadav [2000]などがあ

る。また、2004年5月20日付 The Hindu 紙には、2004年の第14回連邦下院選

挙の際に行われた調査にもとづく、詳細な分析結果が掲載されている6。 
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2. 政治参加における選挙の重要性 

 インドでは、選挙そのものの正当性に関する批判はほとんど見られない。

選挙政治に関する研究も、基本的には、自由で公正な選挙が行われていると

いうことを前提としたものになっている。選挙の正当性に対する信頼度が高

いという点では、インドの有権者も同様である。 

 インドでは、有権者の政治参加の手段としては、選挙における投票がもっ

とも重要である。過去の連邦下院選挙における投票率を見てみると、1962年

の第3回連邦下院選挙以降は、いずれの選挙でも50％台後半から60％台前半の

投票率を維持している(広瀬 [2001: 6])。2004年の第14回連邦下院選挙におけ

る投票率は、58.07％であった(Election Commission of India [2004])。しかしそ

の一方で、インドの有権者は、選挙キャンペーンそのものに対してはさほど

強い関心を有しているわけではなく、また、投票以外の政治参加の割合もさ

ほど大きくない。 

 1967年～71年にＳ・ヴァーバ(Sidney Verba)らのグループによって行われた

調査(アーンドラ・プラデーシュ、グジャラート、ウッタル・プラデーシュ、

西ベンガルの4州のみが調査対象)によると、「投票」「選挙活動への参加」「地

域活動」「個別的接触」という政治参加の4類型のうち、インドにおいて半数

以上の有権者が参加するのは投票だけであった。有権者がもっとも多く参加

するのは「国政選挙での投票」(59％)、次いで「地方選挙での投票」(42％)

であった。投票以外の活動への参加率は、いずれも25％以下であった(Verba, 

Nie, and Kim [1978: 57-62])。また、1967年にインド全地域を対象にして行わ

れた別の調査(ただし、男性のみが調査対象)によれば、国政選挙で投票した

者と地方選挙で投票した者の割合は、それぞれ78％、43％であった。これに

対して、投票以外の活動への参加率は、「政府指導者への接触」が32％となっ

ているほかは、いずれも25％以下であった (Eldersveld and Ahmed [1978: 

174-181])。 

 次に、1990年代の政治参加の状況について見てみる。1996年の第11回連邦
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下院選挙の際に行われた調査によると、選挙キャンペーンに対して関心を抱

いていた者の割合は、全体の35.2％にとどまった。また、選挙期間中に選挙

集会に1回以上参加した者の割合は、全体の16.2％に過ぎなかった(Mitra and 

Singh [1999: 90-94])。一方、有権者が持っている「政治的情報」について見

てみると、地元の選挙区から選出された連邦議会議員の名前、首相の名前、

州首相の名前を正しく答えられた者は、それぞれ全体の54.7％、40.2％、53.6％

にとどまった(Mitra and Singh [1999: 102-105])。 

 このように、選挙での投票は、インドの有権者にとってほぼ唯一の政治参

加の手段であると言っても過言ではない。そして、選挙そのものに対する有

権者の信頼度も高い。1996年の調査によると、「あなたの投票は、この国にお

ける物事のあり方に対して影響を及ぼしていると思うか」という問いに対し

て、58.7％の有権者が「そう思う」と回答した。この割合は、1971年に行わ

れた同様の調査に比べると10.3ポイント増加している。また、「政党・議会・

選挙がないほうが、この国の政府はより良く運営されると思うか」という問

いに対しては、68.8％が「いいえ」と回答しており、1971年の調査に比べて、

実に25.4ポイントの増加であった(Yadav [2000: 138-140])。 

 さらに、最近のインドの選挙では、連邦政権や州政権の政策実績などを有

権者が厳しく評価するようになっており、その結果、選挙で与党が敗北する

という事例も多く見られるようになっている。インド国内では、これを「現

職批判要因(anti-incumbency factor)」と呼んでいる(詳しくは、三輪 [2003、

2004]を参照。また、世論調査結果の分析によって現職批判要因の特徴を明ら

かにしたものとして、Kumar [2004]を参照)。インドの有権者にとっては、自

らの投票の結果として政権交代が実現するという体験を頻繁に味わうことが

可能となっており、このことは、インドの選挙制度に対する有権者の信頼度

を、さらに高めることにつながっているのではないかと推測される。 

 

3. 政党の果たす役割の重要性 

 前項で述べたように、インドでは選挙での投票が政治参加の重要な手段と
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なっている。このことと密接な関係を有していると考えられるのが、有権者

の団体加入の割合が低いことである。前述したヴァーバらの調査によると、

インドにおいて何らかの団体に加入している者の割合は、全体の16％(政治的

な団体への加入者: 5％、非政治的な団体への加入者: 11％)に過ぎず、同時期

に調査対象となった国々の中では最低であった(Verba, Nie, and Kim [1978: 

96-106])。また、1996年の調査では、インドにおいて何らかの団体に加入し

ている者の割合は、全体の14.5％に過ぎなかった(Mitra and Singh [1999: 219])。

1991年に行われた別の調査によれば、インドにおいて少なくとも1つの団体に

加入している者の割合は全体のわずか13％であり、この数値は、同時期に調

査が行われた他の主要な民主主義国家と比べると最低の水準であった

(Chhibber [1999: 16-17])。 

 このようにインドでは、有権者の団体加入の割合が、他の国々と比べても

非常に低い。このような状況下では、国家と社会との間で媒介的な役割を果

たす組織が存在しないことになるため、人々は、国家との直接的なつながり

を求めるようになる。この結果、インドでは、国家と社会との間をつなぐ政

党の役割が重要なものとなっている(Chhibber [1999: Chap.1)。選挙での投票が、

有権者にとってほぼ唯一の政治参加の手段であるという状況も、政党の役割

をさらに重要なものにしていると考えられる。 

 実際、労働組合や学生組織など、有権者の政治的動員において何らかの役

割を果たしていると考えられる団体は、政党との直接的なつながりを有して

いる場合が多い(Chhibber [1999: 58-62])。たとえば労働組合については、国内

の様々な労働組合を統括する中央組織(ナショナル・センター)はいずれも、

主要政党と強い関係を有している。そして、これらの中央組織の傘下にある

労働組合の運動方針は、それぞれと関係の深い政党のイデオロギーの影響を

強く受けている(木曽 [2002: 232-233])。また、主要大学の学生自治組織も、

政党別に組織化されている場合が多い。 
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第2節 インドにおける政党政治の変遷 
 

 前節で述べたように、インドでは、有権者の政治参加において政党が重要

な役割を担っている。したがって、政党政治をめぐる動向は、インドの民主

主義において中心的な位置を占めていると言っても過言ではない。本節では、

インドの政党政治の特徴と、その変化のパターンについて検討する。 

 

1. 会議派システムとその崩壊 

 独立後から1960年代後半までの約20年間、インド国民会議派は、インドの

政党政治の中心に位置していた。この時期は、Ｊ・ネルー(Jawaharlal Nehru)

が首相の座にあった時期とほぼ重なっている。会議派は他の政党を圧倒する

勢力を保持し、国内の政局も比較的安定していた。図1・図2からもわかるよ

うに、1952年から1962年までの3回の連邦下院選挙において、会議派は約45％

の得票率と約75％の議席率を維持していた。この時期の野党には、インド共

産党(Communist Party of India)、社会党(Socialist Party)、人民社会党(Praja 

Socialist Party)、ジャン・サング(Bharatiya Jan Sangh: インド大衆連盟)、自由

党(Swatantra Party)などがあった。しかし、1970年代初頭までの国内政治、特

に中央の政局においては、野党の勢力はいずれも会議派と比べて非常に小さ

かった。 

 会議派が圧倒的な勢力を保持していた1960年代までの政党システムは、

Ｒ・コタリ(Rajni Kothari)やＷ・Ｈ・モリス＝ジョーンズ(W. H. Morris-Jones)

によってモデル化され、「一党優勢制(a system of one party dominance)」もしく

は「会議派システム(The Congress System)」と名付けられた(Kothari [1964、

1973]、Morris-Jones [1978: 213-232])。この「会議派システム」は、具体的に

は以下のように特徴づけられる。第1に、会議派がその内部に意見を異にする

複数の集団を含んでおり、実質的な競争は会議派の内部で行われていた。第2

に、野党は会議派内部の派閥との交流を持つことにより、議会での実際の勢

力比以上に影響力を行使することが可能であった。最後に、会議派の組織自
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体が、以上を可能にするような「開放性」を有していた。 

図１  インド国民会議派とインド人民党の得票率（1952-2004年）
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図２　インド国民会議派とインド人民党の議席率（1952-2004年）
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(出所) 中央選挙管理委員会(Election Commission of India)発行の報告書にもとづき、筆者

作成。報告書は、同委員会のWWWサイト("Election Results - Full Statistical Reports," http: 
//www.eci.gov.in/StatisticalReports/ElectionStatistics.asp)より、PDFファイルの形式で入手し

た(入手日: 2008年2月25日)。 
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 ただし、会議派政権は必ずしも安泰というわけではなかった。たとえば、

1957年に行われた州議会選挙では、ケーララ州で共産党を中心とする勢力が

勝利を収め、共産党主導の州政権が成立した。また、会議派自体の勢力も、

1960年代に入ると徐々に低下の傾向を見せていた。図1・図2からもわかるよ

うに、1962年の連邦下院選挙における会議派の得票率・議席率は、どちらも

1957年の選挙に比べて低下している。1964年にネルー首相が死去し、1966年

に娘のインディラ・ガンディー(Indira Gandhi)が首相に選出されたが、1967

年の第4回連邦下院選挙で会議派の勢力は大きく後退した。この結果、会議派

内部では、「シンジケート」と呼ばれた長老集団とインディラ・ガンディー首

相との間で対立が激化した。対立は1969年に頂点に達し、最終的には同年11

月の党分裂に至った。 

 分裂によって少数与党となったインディラ派会議派は、1971年の連邦下院

選挙で勝利し、翌年に行われた16州の州議会選挙でも圧勝した。これにより、

会議派(インディラ派)の勢力は回復した。しかし、この時期のインドの政党

システムは、1960年代までとは大きく異なるものになっていた。党の分裂に

よって会議派の組織は変化し、インディラ・ガンディー首相個人に権力が集

中する状況となった。一方、野党側は、インディラ・ガンディー首相の強権

的な政局運営に対する対抗姿勢を強めた。1975年に国家非常事態宣言が発令

されると、野党指導者の多くが逮捕・投獄された。しかし、1977年に行われ

た第6回連邦下院選挙の際には、野党勢力の結集によって選挙直前に「ジャナ

タ党(Janata Party)」が結成され、この選挙で会議派に大勝して、独立後初の

政権交代をもたらした。 

 

2. 会議派システムの崩壊の要因 

 1969年の会議派分裂から1970年代前半までの時期は、会議派システムが崩

壊に向かった時期であり、インドの政党政治における大きな転換点であった。

会議派システムの崩壊の要因については、これまでにも様々な研究が行われ
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ており、「社会的・経済的要因」、「会議派の組織的弱体化」、「野党勢力の活発

化」の3つに大きく分けられる。 

 会議派システムの崩壊を、社会的・経済的な要因から説明しようという研

究では、「有権者からの要求の増大に対して、会議派を中心とする政治システ

ムが応えられなかった」というのが基本的な論調である。たとえば佐藤宏は、

「第四次総選挙結果が示すように、インディラ期のインド政治の最も基本的

な特徴は、人々が物価、食糧、失業という日常生活の困難を通じて政治に強

い反応を示し始めたことである」と指摘し、1967年の第4回連邦下院選挙にお

ける会議派の勢力後退の最大の原因は、食糧不足と物価上昇であったと述べ

ている(佐藤 [1989: 37])。また、木村雅昭は、「社会的要求の増大に起因する

ところの、政治の能力と社会的要求とのギャップの拡大」が、会議派による

支配の弱体化の原因であったと述べている(木村 [1996: 86])。 

 一方、会議派の組織的な弱体化は、1960年代前半から目立つようになった。

その理由のひとつとして、会議派組織が独立運動時代の活性を失い、地方レ

ベルで派閥争いが横行するようになったことが指摘されている(堀本 [1997: 

40])。さらに、1970年代に入ると、インディラ・ガンディー首相のもとで、

会議派の党組織の集権化が進んだ(Rudolph and Rudolph [1987: 140-148])。この

背景としては、1969年の会議派分裂の際に有力な地方リーダーの多くがシン

ジケート派についたため、インディラ派の党組織が壊滅状態となってしまっ

たことがある。このため、インディラ派会議派は、インディラ・ガンディー

首相個人を中心とする党に変化していかざるを得なかった(堀本 [1997: 42])。 

 このような、会議派の組織的な弱体化という観点から、会議派システムの

崩壊について論じている研究は、比較的多く見られる。広瀬崇子は、会議派

の組織的変化がインドの政治システムと政党システムに対して及ぼした影響

について、政治発展論の枠組みを用いて分析を行っている (広瀬  [1991]、

Hirose [1994])。このほか、Rudolph and Rudolph [1987: Chap.4]、Manor [1988]、

Kohli [1990]、堀本 [1997: 第II部第1章]などが、会議派の組織的な弱体化に着

目した分析を行っている。 
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 1960年代末から1970年代にかけて会議派システムが崩壊した後、1980年代

末までの約20年間は、「会議派と反会議派勢力の対立」が政党政治の基本的な

構図となった。Ｙ・ヤーダヴ(Yogendra Yadav)は、1970年代・80年代のインド

の政党システムを「会議派－反対派システム(Congress-Opposition System)」と

呼んでいる。ヤーダヴによれば、この時期の政党システムは「会議派による

支配ではないが、それでもなお、会議派1党の突出(salience)によって特徴づけ

られる」。しかし同時に、「選挙政治が国民投票的な形をとり始めたことで、

州レベルと全国レベルの両方において、会議派に対する真の競合状態が出現

するようになった」(Yadav [1996: 99])。すなわち、野党勢力は単に圧力を行

使するだけの存在ではなく、会議派に対する「オールタナティヴ」になりう

るのだということが現実味を持つようになった。このような傾向については、

1960年代後半の野党連合の形成の動きにその源流を見ることができ、1977年

のジャナタ党の結成という形で花開くこととなった(堀本 [1997: 43, 49])。こ

れらのことから、近藤則夫が主張するように、1970年代をインド現代政治に

おけるもっとも重要なターニング・ポイントであったと考えることもできる

(Kondo [2003: 88])。 

 会議派システムの崩壊の要因について、これまでの研究では、「社会的・経

済的要因」と「会議派の組織的弱体化」の2つに着目するものが多かった。野

党勢力の動きに関する研究もあったが、それらは、会議派の動きとは別の文

脈で論じられていたように思われる。しかし、1970年代・80年代に「会議派

と反会議派勢力の対立」が政党政治の基本的な構図になったこと、その源流

が1960年代にあったことなどを考慮すると、1960年代後半から野党がどのよ

うに活性化して、会議派に対抗しうる存在になっていったのかを検討するこ

とも、会議派システムの崩壊の要因を探る上で重要であると思われる。 

 

3. 多党化と地域化 

 1989年に行われた第9回連邦下院選挙以降、各政党の勢力に大きな変化が生

じた。この選挙で、会議派は議席率を半減させる大敗を喫し、これ以後、会
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議派の勢力は低下を続けた。会議派に代わって勢力を拡大させたのは、1980

年に結成されたインド人民党(Bharatiya Janata Party: BJP)である。BJPは結成

直後の1984年の連邦下院選挙ではわずか2議席しか獲得できなかったが、1980

年代末から急速に勢力を拡大し、1996年には連邦下院第一党となった(図1・

図2)。1998年には連邦政権の樹立に成功し、2004年まで政権の座にあった。

ただし、BJPは勢力を拡大させたとはいっても、連邦下院の4分の1から3分の

1の議席を確保したに過ぎなかった。また、図2からもわかるように、1996年

の連邦下院選挙以降、会議派とBJPの議席率は、2党合わせても下院全体の50

～60％を占めているに過ぎない。 

 この背景にあるのは、議会において影響力を持ちうる政党の数が増加する

という、「多党化」の進展である。過去の連邦下院選挙で議席を獲得できた政

党の数を数えてみると、1989年・1991年に行われた第9回・第10回連邦下院選

挙では、それぞれ24政党であった。この数は、1996年の第11回連邦下院選挙

では、28政党に増加した。最近ではさらに増加し、約40政党が連邦下院に議

席を有するようになっている(1998年(第12回): 39政党、1999年(第13回): 38政

党、2004年(第14回): 38政党)。2008年2月の時点で、連邦下院第一党は与党の

会議派、第二党は野党のBJPであり、この2党が他の政党に比べて圧倒的に大

きな勢力を有している。しかしそれでも、連邦下院(全545議席)の1/4程度の議

席(国民会議派: 152議席、BJP: 128議席)をそれぞれ確保しているに過ぎない7。 

 政党システムに見られる、このような多党化の傾向は、各政党の勢力が特

定の州や地域に限定されているという、政党勢力の「地域化」と関連してい

る。現在、インド全体で勢力を維持できているのは会議派とBJPの2党のみで

あり、それ以外の政党の勢力は、特定の州や地域に限定されている場合が多

い。各政党のイデオロギー的主張を考慮せず、得票や議席獲得のパターンだ

けに着目すれば、「全国政党」と呼べるのは、会議派とBJPの2党だけである。

その結果、各州における政党間の競合のしかたは州ごとに異なったものとな

っており、個々の州ごとにそれぞれ異なった政党システムが形成されるよう

になっている(三輪 [2003: 29-30]、また、個々の州レベルの政党システムは、
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ウッタル・プラデーシュ州などの重要な例外はあるものの、二党制もしくは

それに近い状況となっている場合が多い(Sridharan [2002])。 

 このような、「多党化」と「地域化」の結果、現在のインドの中央政局にお

ける政党システムは、会議派とBJPの2党を中心とした2極的な構造となって

いる。会議派とBJPのイデオロギーは基本的に対立するため、両党が協力し

て連邦政権を樹立する可能性は考えられない。また、両党の議席数を考慮す

れば、それぞれが単独で政権を樹立することも不可能である。したがって、

現在のインドで連邦政権を樹立しようという場合には、会議派とBJPのどち

らかが中心となって、他の政党の協力を得て連立政権を形成するというのが、

事実上可能な選択肢である。現在、会議派は、他の協力政党とともに「統一

進歩連合(United Progressive Alliance: UPA)」という政党連合を形成し、連邦政

権の座にある。一方、BJPは、同じく他の協力政党とともに「国民民主連合

(National Democratic Alliance: NDA)」という政党連合を形成している。政党政

治におけるこのような特徴の結果、少なくとも現在のところは、インドの政

党システムは比較的安定した状態にある8。 

 

第3節 インドの民主主義に対する不安定化要因 
 

 前述のように、インドでは、有権者の政治参加の手段としては、選挙にお

ける投票がもっとも重要であり、同時に、選挙そのものに対する信頼度も高

い。他方で、有権者の団体加入の割合が低いことなどもあって、国家と社会

との間をつなぐ存在としての、政党の役割が重要なものとなっている。また、

インドにおける政党政治の状況について検討してみると、現在の中央政局に

おける政党システムは、会議派とBJPを中心とした2極的な構造となっており、

少なくとも現在のところは、比較的安定した状態を維持している。これらの

状況は、本論の最初に紹介した、インドの民主主義の「成功」についてのコ

ーリの主張を裏付けるものであろう。しかし、最初に述べたように、インド

の社会的・経済的・政治的な現実には、民主主義を維持していく上で不利と
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思われるものも多い。本節では、これらの「不安定化要因」として、民主主

義の「実質的」な面における問題と、カーストや宗教などの違いによる対立

という、2つの点に着目する。 

 

1. 民主主義の「実質的」な面における問題 

 Ｒ・コタリは、1980年代末に発表した論文において、公的な機関における

腐敗、政治過程の中での暴力行為やマフィア支配の台頭、地方における住民

への抑圧などを、インド国内における問題として指摘している(コタリ [1999: 

第8章])。その上でコタリは、「政治的にはインドはとうの昔に民主主義国家

ではなくなっている。社会・経済的には、一方では大企業や地主との、もう

一方では政治的犯罪者とのなれあい状態である」と述べ、さらに、「今日の状

態は、通常の政治過程が大きく歪められて、偽装されている。その結果、公

的には議会、独立した司法組織、自由な報道が今でも存在しているにもかか

わらず、・・・実際にはわれわれはすでに厳しく抑圧的な国家機構に移行した

のである」と主張している(コタリ [1999: 226-227])。 

 このコタリの批判は、主に1980年代後半のインド国内の政治状況に対する

ものであるため、1990年代以降の国内政治の状況には必ずしも当てはまらな

い。しかし、政治腐敗、政治過程の中での暴力行為、マフィア支配の台頭、

住民への抑圧などは、今日のインドにおいても認められる問題である。1990

年代以降の政治状況に関して、Ｐ・Ｂ・メータ(Pratap B. Mehta)は、新しい形

の政治暴力の発生、主要な政府機関の無能力、日和見主義的な政治的階級の

出現、政治活動の粗暴化と分極化、などの問題点を指摘している。その上で

メータは、「国家とその法律が特定の利益を満たすために操作されうるといっ

た見方、公的な決定が原則ではなく御都合主義によって左右されているとい

った見方、さらには、恣意的な権力の使用に対する抑制さえもが弱まりつつ

あるといった見方が広まっている」と主張している(Mehta [1997: 59])。 

 このような、民主主義の「質」に関わる問題のうち、最近のインド国内で

特に問題となっているのは、政治と犯罪との結びつき、いわゆる「政治の犯
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罪化(criminalization of politics)」である。具体的には、犯罪歴やマフィアなど

とのつながりを持った人物が、選挙への立候補などの形で政界に参入すると

いう例や、現職の国会議員や州議会議員の親族、場合によっては議員本人が

犯罪に関わるといった例などが挙げられる。この「政治の犯罪化」の問題に

対しては、インド国内でもそれなりの対策が試みられている。しかし、この

ような、民主主義の「質」の向上に対する努力は、政治的な思惑などもあっ

て、なかなか思うようにはいかないというのが現状である。 

 2002年6月28日、中央選挙管理委員会は、候補者は立候補届け出に際して、

自らの資産や学歴、過去の犯罪歴などを申告しなければならない、との通達

を出した。この通達は最高裁判所の指示にもとづくものであり、通達が守ら

れない場合には立候補が却下されることもありうるという、強い内容もので

あった。しかし、その約2ヶ月後の2002年8月、選挙の手続きを規定している

「国民の代表制に関する法律  1951 (The Representation of the People Act, 

1951)」が改正され、選挙への立候補者については、裁判中の事件で懲役2年

以上の求刑を受けている場合と、過去に懲役1年以上の有罪判決を受けたこと

のある場合に、立候補届け出の際に申告しなければならないことが規定され

た9。この法改正は、6月に出された選挙管理委員会の通達を無効化してしま

うものであった。このような法改正が行われた背景には、選挙管理委員会の

通達に反対していた各政党の思惑があったと見られている10。 

 

2. カーストや宗教による対立 

 現在のインドでは、カーストの持つ序列的な「システム」としての側面は

衰退し、少なくとも政治との関わりにおいては、個々のカースト集団間の関

係がより水平的なものになっていることが指摘されている (Karanth [1996: 

106]、Alam [1999: 758-760])。Ｄ・Ｌ・シェート(D. L. Sheth)は、この状況を

「カーストの世俗化(Secularisation of Caste)」と呼んでいる(Sheth [1999])。よ

り具体的に言えば、現在のインド社会は、「ある特定の上位カーストに属して

いることが、無条件で尊敬の対象となるわけではない」という状況にある。
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カーストは、結婚などの個人的なレベルではなお意味を持ち続けていると考

えられるが、職場などの「公的」な場面では、カーストの上下関係はもはや

重要ではなくなっている11。 

 このような「カーストの世俗化」の結果、個々のカースト集団、中でも、

「指定カースト(Scheduled Castes)」や「その他の後進階級(Other Backward 

Classes: OBC)」などの低カースト層は12、各政党にとっては、選挙における

支持基盤あるいは政治的動員の対象として、重要な存在となっている(三輪 

[2002])。最近では、ダリト(Dalit 被抑圧者)とも呼ばれる、指定カースト層に

よる政治意識の高まりと政治参加の拡大が、特に注目されている (Kothari 

[1994]、堀本 [1997: 第II部第4章]、Pai [2002]、Jaffrelot [2003: Chap.11]、Chandra 

[2004]など)。 

 また、インド国内では現在、指定カースト・指定部族・OBCを対象とした

既存の留保政策以外にも、様々な内容の留保政策が提案され、活発な議論が

行われている。ただし、それらの議論は、各政党の支持獲得のための手段や、

政党間の駆け引きの道具など、政治的な意味合いを持っている場合が多い。

そして、各政党の政治的な思惑などもあって、留保政策の対象となる集団や

適用範囲が拡大されていく傾向が強い。しかし、このような留保政策の拡大

の動きは、必然的に、留保の恩恵を受けられる可能性の低い集団などからの

反発を引き起こしやすい。最近の例としては、2006年5月、連邦政府によって、

中央管轄の高等教育機関の入学枠の27％をOBCに対して留保することが決

定された際に、デリーの医学生などを中心にして、インド各地で激しい反対

運動が起こった(三輪 [2007])。 

 一方、宗教の問題に関しては、「サング・パリワール(Sangh Parivar)」と呼

ばれる諸団体による「ヒンドゥー・ナショナリズム」の台頭と、それにとも

なう宗教対立が懸念される13。「サング・パリワール」とは、連邦下院野党第

一党のBJPや、その親団体である民族奉仕団(Rashtriya Swayamsevak Sangh: 

RSS)、ヒンドゥー教聖職者の団体である世界ヒンドゥー協会(Vishva Hindu 

Parishad: VHP)などの総称である。 
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 サング・パリワール勢力は1980年代後半から活動を活発化させ、それにと

もなって、1980年に結成されたBJPも急速に勢力を拡大させていった。サン

グ・パリワール勢力が展開した運動のひとつに、ヒンドゥー教ラーマ神の生

誕地とされるウッタル・プラデーシュ州アヨーディヤーにあるモスクを破壊

して、跡地にラーマ寺院を建設しようという、いわゆる「アヨーディヤー運

動」があった。この運動は1990年代に入って激しさを増し、1992年12月には、

BJPやVHPの活動家によってモスクが破壊された。その結果、インド各地で、

ヒンドゥー教徒とイスラム教徒の衝突による暴動が引き起こされた。 

 このラーマ寺院建設問題は、モスク破壊から10年以上を経た現在でも解決

していない。寺院建設に関するサング・パリワール勢力の動きは時として、

連邦政府や州政府にとって治安上の懸念事項となることがある。また、サン

グ・パリワール勢力の活動はこれまで、北インドや西インドを中心としたも

のであったが、最近では、南インド地域での活動も活発になっているとの指

摘がある14。他方、サング・パリワール勢力の「政治部門」であるBJPは、1990

年代末にそれまでの強硬な主張を和らげ、他党との協力関係を構築する姿勢

に転じた。これによってBJPは、協力政党との間で「国民民主連合(NDA)」と

いう政党連合を結成することに成功し、1998～2004年には連邦政権を担当し

た。しかしBJPは、2004年の連邦下院選挙での敗北と、2005年末の党総裁の

交代を経て、再度「ヒンドゥー・ナショナリズム」路線を強化する動きを見

せている15。 

 以上のように、インドでは、カーストや宗教などにもとづく対立は現在で

もなお根強く残っており、政治的にも重要である(Brass [1991]、Basu and Kohli 

(eds) [1998])。また、各カースト集団や宗教コミュニティーは、各政党が勢力

を維持・拡大するための政治的動員の対象となっている。有権者は、カース

トや宗教などの「社会的アイデンティティー」によって動員され、いわゆる

「アイデンティティー政治(identity politics)」が見られるようになっている(広

瀬 [2002: 80-81,87-92])。 

 



 78

おわりに － インドの政治システムの安定的化要因とは 
 

 第1節で検討したように、インドでは、有権者の政治参加の手段としては、

選挙での投票がもっとも重要であり、また、選挙に対する信頼度も高い。他

方で、有権者の団体加入の割合が低いことなどもあって、国家と社会との間

をつなぐ政党の役割が重要なものとなっている。また、第2節で検討したよう

に、現在のインドの中央政局における政党システムは、会議派とBJPを中心

とした2極的な構造となっており、現在のところ、比較的安定した状態を維持

している。しかしその一方で、第3節で検討したように、民主主義の「実質的」

な面における問題や、カーストや宗教などの違いによる対立など、安定した

民主主義体制を維持していく上で不利と思われる要素も多い。 

 本論の最初で述べたように、このような状況に対しては、肯定的な立場か

らのものと否定的な立場からのものの、2種類の評価が可能であろう。しかし

本論では、前述したように、より肯定的な立場をとる。すなわち、社会的・

政治的に不利な条件のもとでも、一定の要素がそろえば、少なくとも政治シ

ステムのレベルでは安定を維持することができると考えられ、それを肯定的

に評価すべきであるという立場である。それでは、インドにおけるそのよう

な要素とは何だろうか。最後に、この点について考察してみたい。 

 第1の要素としては、第1節で検討した選挙政治に関する特徴、すなわち、

選挙に対する有権者の信頼度が高いことや、有権者の投票行動において「現

職批判要因」と呼ばれる現象が見られることなどが考えられる。選挙政治に

見られるこのような特徴は、各政党が急進的な行動をとることを抑制する方

向に働いているのではないかと考えられる。インドにおける最近の選挙では、

選挙結果が判明した直後に、敗北を喫した政党の指導者が記者会見を行い、

有権者の判断を尊重して野党としての責務を果たす、と宣言するという光景

が、一般的に見られるようになっている。敗北した政党の関係者が、選挙結

果そのものを批判することはほとんどない。各政党にとっては、有権者の間

で正当性を得るためには、選挙結果がどうであれ、それを受け入れなければ
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ならない。また、「現職批判要因」という現象が存在する限り、次の選挙で与

党を倒せるチャンスはいくらでもあるので、とりあえずは選挙結果を尊重す

る姿勢を示し、以後、野党として政権を厳しく批判していったほうが、戦略

的にも賢い選択であろう。 

 第2の要素としては、インド国内の地域的多様性が考えられる。インド社会

は、カースト、宗教、民族、言語などの面で多様性を持った社会であるが、

同時に、地域的にも非常に多様である。社会集団別の人口構成、政治的・社

会的に支配的な地位にある社会集団の特徴、社会集団間の関係などは、それ

ぞれの州や地域ごとに大きく異なっている。このような地域的多様性は、イ

ンドの政治システムにとってはむしろ安定化要因として作用しているのでは

ないかと思われる。特定の州や地域で、社会集団間の対立にともなう暴力事

件や、何らかのテロ事件などがあったとしても、地域的多様性のおかげで、

そのような事件がインド全国に広がる大きな暴動などに発展することは少な

い。「ヒンドゥー・ナショナリズム」を主張するサング・パリワール勢力が活

動を活発化させているとはいっても、全国規模の運動に発展することは難し

いのである。 

 最後に、第3の要素は、インドの政党政治の特徴と、インドが採用している

連邦制という政治制度が持つ機能である。より具体的には、第2の要素である

地域的多様性と、第2節で検討した政党政治における「多党化」と「地域化」、

および、連邦制という政治制度の組み合わせによる機能である。このような

組み合わせの結果、個々の政党の行動パターンは求心的なものとなり、反政

府活動などといった遠心的なものにはなりにくい。理由は以下のとおりであ

る。第1に、連邦下院で数議席を有する程度の小政党であっても、それぞれが

地盤としている州では一定の勢力を保持し、州政治における重要なアクター

となっている場合が多い。連邦制のため、州の政権に参加することにも一定

のうま味がある。第2に、中央の政局では多党化の傾向が顕著で、連邦政権は

連立政権とならざるを得ないため、小政党であっても、連邦政権に参加して

一定の影響力を行使できる可能性は高い。また、連邦下院に議席を有し、連
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邦政権に参加していれば、それぞれが地盤としている州と連邦政府と間のコ

ネを維持する上でも役に立つ。これらの点から、各政党にとっては、それぞ

れのイデオロギー的な主張はともかく、インドの現在の政治システムを維持

するような方向で行動したほうが得策であると考えられる。 

 このように、インドの政治システムにおける安定性は、いくつかの社会的・

政治的・制度的な要素の組み合わせによって実現されていると考えられる。

今後の研究上の課題としては、まず、これらの要素の特徴やその働きについ

て、より詳細かつ実証的に検証していくことが挙げられる。もちろん、ここ

で提示したこれらの要素がそもそも正しいのかという点や、他に重要な要素

が存在する可能性についても検証しなければならない。また、このような検

証作業と同時に、政治システムにおけるこのような安定性を、インドの民主

主義そのものの安定性につなげることができるのか、できるとすればそれは

どのような手段によってか、といった点についても検討していきたい。 

 

 

 

－ 注 － 

 
                                                   
1 たとえば、わが国の麻生太郎外務大臣(当時)は、2006 年 9 月 26 日の外務大臣再任後の

記者会見において、「アジアにおける最大の民主主義国家はインド。これは世界において

も最大ですが、・・・」と述べている (「外務大臣会見記録 (平成 18 年 9 月 )」http: 
//www.mofa.go.jp/mofaj/press/kaiken/gaisho/g_0609.html. 2008 年 2 月 25 日にページ取得)。 
2 選挙管理委員会の設置は、憲法第 324 条で規定されている。選挙管理委員は 3 名から成

り、その中の 1 名が委員長となる。選挙管理委員長を解任するためには、最高裁判所の

裁判官を解任するのと同じ理由や手続きが必要となる。また、選挙管理委員長の任命後

に、服務条件を本人の不利益となるように変更することも禁じられている。 
3 なお、最近のインドでは、パーソナルコンピュータや統計解析ソフトウェアの普及もあ

ってか、特定の選挙の結果について分析を行った研究書や研究論文が数多く発表されて

いる。ただし、選挙結果や各政党の選挙綱領などをただ単に寄せ集めただけといった、

質の低いものも多い。1990 年代後半までは、中央選挙管理委員会による公式な選挙結果

を入手し、それを統計的な分析が可能な形に変換するのに手間がかかったため、Singh and 
Bose [1986]や Singh [1994]などの選挙結果のデータ集は非常に有用であった。しかし現在
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では、インドの連邦下院選挙と州議会選挙に関するほぼすべてのデータは、選挙管理委

員会の WWW サイト(http: //www.eci.gov.in/)から入手可能であり、また、選挙結果に関す

る基礎的な分析も、選挙管理委員会によって既に行われている("Elections Analysis - Party 
Wise Comparison for All States," 
http://www.eci.gov.in/electionanalysis/election_analysis_ae.asp. 2008 年 2 月 25 日にページ取

得)。したがって現在では、選挙結果を並べただけの研究にはほとんど価値はない。 
4 世論調査の実施や、過去の調査データの管理などは、Lokniti と呼ばれる CSDS の調査

部 門 に よ っ て 行 わ れ て い る ("Lokniti - Programme for Comparative Democracy," 
http://www.lokniti.org/index.htm. 2008 年 2 月 25 日にページ取得)。 
5  "National Election Studies," http://www.lokniti.org/projects.htm#nes お よ び 、 "List of 
National Election (Parliamentary) Related Surveys Conducted by CSDS (Chronologically 
Arranged)," http: //www.lokniti.org/nessurveylist.htm を参照(いずれも、2008 年 2 月 25 日に

ページ取得)。 
6  "How India Voted: Verdict 2004," The Hindu, May 20, 2004, http: 
//www.hinduonnet.com/elections2004/verdict2004/. 2008 年 2 月 25 日にページ取得。 
7  "Members of Fourteenth Lok Sabha (Party Wise)," 
http://164.100.24.208/ls/lsmember/partywiselist.asp. 2008 年 2 月 25 日にページ取得。 
8 このような政党システムは、Ｇ・サルトーリ(Giovanni Sartori)による政党システムの類

型(Sartori [1976])のうち、「穏健な多党制(moderate pluralism)」に分類されると考えられる。

インドの中央政局における、穏健な多党制への移行のメカニズムについては、Miwa [2006]
を参照されたい。 
9  The Representation of the People (Amendment) Ordinance, 2002, 
http://www.eci.gov.in/ElectoralLaws/OrdersNotifications/Ordinance_Asset_Liabilities.pdf. 2008
年 2 月 25 日にページ取得。 
10  V. Venkatesan, "Fighting Disclosure Norms," Frontline 19(15), 2002, 
http://www.flonnet.com/fl1915/19150250.htm お よ び 、 J. Venkatesan and Vinay Kumar, 
"President Returns Ordinance on Poll Reforms to Cabinet," The Hindu, Aug. 23, 2002, 
http://www.hinduonnet.com/thehindu/2002/08/23/stories/2002082305040100.htm を参照 (いず

れも、2008 年 2 月 25 日にページ取得)。 
11 D・L・シェート氏本人からの御教示による (2003 年 7 月 29 日、デリー市内の同氏の

オフィスにて)。 
12 インド憲法では、社会的・経済的に特に貧困な状態にあるカースト集団(主に不可触民

カースト)と少数部族が指定され、連邦下院や州議会の議席、政府や公企業の雇用枠がこ

れらの集団に留保されている。これらのカースト集団と少数部族を、それぞれ「指定カ

ースト(Scheduled Castes)」「指定部族(Scheduled Tribes)」と呼ぶ。また、1990 年には、指

定カーストと指定部族以外の貧困層を、「その他の後進階級 (Other Backward Classes: 
OBC)」として所属カーストにもとづいて認定し、中央政府と公企業の雇用枠を留保する

ことが決定された。この決定は、特に北インドの上位カーストの間に激しい反発を引き

起こしたが、OBC への留保政策は 1993 年から実施されている。 
13 ヒンドゥー・ナショナリズムに関する主な英文の文献としては、Andersen and Damle 
[1987]、Jaffrelot [1996]、Hansen and Jaffrelot (eds) [1998]、Hansen [1999]などがある。日本

語の文献としては、広瀬 [1994]、内藤 [1998]、佐藤 [2000]、中島 [2002、2005]などがあ

る。 
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